
　政府の全世代型社会保障検討会議は、後期高齢者の窓口負担の見直しや不妊治療の保険適用の開始などを盛り込んだ「全世代
型社会保障改革の方針」の最終報告を昨年12月14日にまとめ、翌15日に閣議決定した。
　今後は、2040年度頃に団塊ジュニア世代が高齢期を迎え、支え手の中心となる生産年齢人口の減少が加速するなかで、持続可
能な社会保障制度の確立を図るため、総合的な検討を進め、更なる改革を推進するとされた。
　医療保険制度においては、高齢者医療費を社会全体で支える観点から後期高齢者と前期高齢者に係る財政調整が行われている
が、後期高齢者医療制度については、後期高齢者支援金の算出方法が全面総報酬割とされていることから、比較的所得が高い健
保組合や共済組合などは重い負担を強いられており、今後団塊の世代が後期高齢者になり始める2022年からは、対象者の急激な
増加に伴い更なる負担が見込まれ、前期高齢者財政調整制度においても各保険者が負担する前期高齢者納付金については、前期
高齢者の加入率が全国平均より低い共済組合等においては更なる納付金の増加が見込まれている。この前期高齢者納付金の算出
方法においては、当該年度の「概算」と2年前の「精算」をする仕組みであるため、「高額な医療費が突発的に発生した場合」や「加入
者数の変動」により納付金額が大幅に増減する場合があり、安定的な財政運営を図らなければならない共済組合等にとって支障をき
たすものとなっている。
　また、介護保険制度についても、超高齢社会の中、費用の更なる増加が見込まれることや2020年度より完全総報酬割に移行さ
れたことにより介護納付金の負担が年々増加している。
　一方、年金制度については、2019年に発表された財政検証結果を基に、働き方の多様化や高齢期の長期化という今後の社会
経済の変化を見据えたより長く多様な就労の変化を年金制度に反映し、長期化する高齢期の経済基盤を充実させるための年金制度
の改正が行われた。今後もワンストップサービスなど年金受給者の立場に立ったサービスの充実・向上に努め、確実かつ効率的な
制度運営を行うことが求められている。
　ついては、地方公務員共済制度の根幹である医療保険制度及び年金制度等が、給付と負担の均衡と公平性を保ちながら、将来
にわたり健全に維持・運営され、組合員及びその被扶養者の生活の安定と福祉の向上に資するため、下記事項について強く要望す
るものである。

記
１　国への要望事項
　(1) 共済制度が公務員制度の一環として、年金・医療・福祉を三位一体として合理的かつ民主的に運営されていることから、こ

の制度を引き続き堅持すること。
　(2) 高齢者医療費の更なる増嵩が確実視される中で、高齢者医療制度への納付金、支援金の負担方法について、地方公共団体

及び組合員の掛金・負担金に過度に依存することのないよう、国庫負担の拡充を図ること。
　(3) 高齢者医療制度への納付金・支援金は、各被用者保険者における全体の医療給付費を勘案して上限を設けること。
　(4) 先進医療及び難病対策など生命にかかわる必要な医療は、国が積極的に補助を行うこと。
　(5) 高齢者の就労と年金受給の在り方については、ライフスタイルの多様化に応じた制度設計を確立させるとともに、65歳到達

に伴う年金満額支給制度を引き続き維持すること。また、私たちの年金積立金の運用にあたっては、リスクの高い運用につ
いては極力避け、その透明性の確保に努めること。

２　全国市町村職員共済組合連合会への要望事項
　(1) 共済制度が合理的かつ民主的に運営されていることから、今後も持続的に堅持・運営できるよう関係機関へ働きかけを行うこと。
　(2) 長期給付に係る資金運用にあたっては、長期的な視点に立ち、安全で効率的な運用に努めること。
　(3) 組合員貸付金の貸付利率については、依然、市中金利より高い貸付利率となることから、更に利用しやすい貸付制度となる

よう基準利率の改定、また、貸付金の財源に他の福祉経理の余裕金を含めるなどの見直しを図るよう関係機関へ働きかけを
行うこと。

　以上、決議する。
　　　令和3年2月25日
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医療保険制度及び年金制度等に関する決議について

～全国市町村職員共済組合連合会理事長宛て要望書提出～

医療保険制度及び年金制度等に関する決議

　本組合では、地方公務員制度の根幹となる医療保険制度及び年金制度
等が、将来にわたり、健全に維持・運営されるよう、去る2月25日に開
催された「第212回組合会」において『医療保険制度及び年金制度等に関
する決議』（下記参照）を全会一致で決議し、全国市町村職員共済組合連
合会理事長へ提出いたしました。今後もより良い制度への改善に向けて、
皆様の一層のご理解とご協力をよろしくお願いいたします。

令和3年2月25日開催『第212回組合会』で決議
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